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研究成果の概要（和文）：観察者の目に映った、命令者（実験者役）、服従者（教師役）、被害者（生徒役）の
3者の姿を分析した。過去の服従行動の研究は人がいかに権威に弱いのかを明らかにした。本研究は視点を変え
て、第三者がこのような状況をどのように解釈するのかに注目した。実験群（過去に行われた実験では65％ない
し80％の人が450Vの電撃を与えたと知らせる）と、そのような情報を与えない統制群が設定された。評価者が自
分を教師役と想定した場合の電撃投与量は統制群より実験群の方が多かった。また行動原因を当事者の特性より
も状況に帰属する傾向が高かった。パーソナリティ評価変数と電撃量の関連も見出された。

研究成果の概要（英文）：We analyzed the observers’ view of the three targets: the commander (as the
 experimenter), the submissive (as the teacher), and the victim (as the student). Past studies of 
obedience experiments have revealed how vulnerable people are to authority. This study changed the 
perspective and focused on how observers interpret these situations. An experimental group 
(instructed that 65% or 80% of those in previous experiments gave 450 V electric shocks to the 
victim) and a control group that was not given such information were set up. When the observers 
assumed that they were the teachers, the electric shocks level was higher in the experimental group 
than in the control group. There was also a higher tendency to attribute the cause of the behavior 
to the situation rather than to the characteristics of the participants. An association between 
personality evaluation variables and the amount of electric shocks was also found.

研究分野：社会心理学

キーワード： 服従行動　命令者　犠牲者　第三者　道徳　原因帰属

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
ジェノサイドといった悪魔のような所業を行った人物に対して、性格や特性にその原因を帰属すれば、事件や現
象全体が簡単に説明可能であるうえに、自分たち（第三者）の善が再確認できるというメリットがある。これが
根本的帰属錯誤(fundamental attribution error)の主な原因である。本研究は服従実験の一部始終を提示する
ことにより、このようなバイアスが教師役だけでなく、実験者や生徒役に対しても生じるのか、責任配分はどの
ようになるのかについて分析した。この実験は戦後の軍事裁判の解釈や戦争責任の問題にも関係するものと思わ
れる。さらに児童虐待のフレームに置き換えた場合についても検討した。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
申請者は 2013 年に日米の服従率について比較する実験を行った。実験方法は Burger(2009)
の追試研究とほぼ同一であった。比較対象となるアメリカのデータは Milgram(1974)の
experiment5（base condition）と Burger(2009)のものを用いた。申請者が行った実験の服従率
は 150V の地点で 92%（14 人中 13 人が服従）となりアメリカのデータより若干高い傾向が伺
えた。第 2の目的は実験中や実験後の実験参加者の言説を分析することであった。分析の結果、
生徒役の健康状態に関する発言を 80%以上の参加者が行っていて、仕事を遂行しなければなら
ないプレッシャーと被害者に対する心配の間の葛藤に苦しんでいることがわかった。本研究で
見出された服従率は若干米国で行われた実験結果より高いが、全般的には日米の主要な先行研
究の結果をほぼ支持するものであり、服従行動の文化や時代を超えた頑健性が明らかになった
と言える。 
 さらにこの研究で明らかになったのは、実験参加者の関係者に対する責任配分についてであ
る。Milgram の実験では実験者、自身（教師役）、生徒役に対する配分はそれぞれ、38.40%、
36.30%、25.30%であった。それに対して申請者らが行った実験では 33.85%、36.15%、30.00%
となり、両実験ともにほぼ同じであった。この結果は責任が大体、平等に配分されることを示し
ている。一方、申請者が行った実験における参加者の実験中と実験後の発言の分析を行ったとこ
ろ、自身の責任に言及した割合は 64%であり、実験者 64%、生徒役 21%となった。それから生
徒役に対する心配・同情に関連する言及が 93%、課題遂行の責任への言及は 100%であった。こ
の結果が示しているのは実験者や生徒に対する義理と人情の板挟みになった参加者の姿であっ
た。ただし、上記のいずれの結果も参加者自身が、実験終了後の debriefing 時に回答したもの
であり、第三者の評価ではなかった。 
 
 
２．研究の目的 
本研究では実験の当事者ではなく、第三者が責任の帰属をどのように行うのか、また根本的帰
属錯誤のような現象が生起するのか否かについて服従実験場面を使用することによって検証し
た。言葉を変えれば、戦中の人々の行動の分析から、戦後評価へ、当事国の人々の行動分析から、
それを眺める外部の人間の評価へ視点を転換するものである。ただし、服従者の評価に関する研
究はこれまでいくつか行われている。例えば Reeder, Monroe, and Pryor (2008)は第三者に教師
役の行動の原因、特性、動機、状況の影響などについて回答を求めている。研究の結果、予想に
反して、第三者は教師の行動に影響した状況の影響をきちんと認識していることが明らかにな
った。また特性や動機や状況といった複数の要因が原因解釈に複合的に影響していることも示
された。 
 ただし、上記の研究は専ら服従者の行動に焦点を当てたものであった。それに対して本研究は
実験者や生徒役にも注目する。命令者や被害者をどのように認識するかは服従者の認識に影響
するものと思われる。本研究ではこの３者の特性、動機、状況に関する目撃者の評価が互いにど
のように関連しているのかを明らかにした。 
 
 
３．研究の方法 
本研究は第 1（に服従実験の関係者（命令者、服従者、犠牲者）の行動を第三者がどのように
認識し、そしていかに状況やパーソナリティに原因帰属を行うかを明らかにした。そのために服
従実験の手続きと様子がわかる申請者が行った実験のビデオのいくつかを提示して、評価して
もらった。ビデオの中で、生徒役は 75V から 30V 上昇する毎に「うっ」と叫び、120V で「おい、
これ本当に痛いよ」という発言をするが、150 ボルトの時点で明確に「実験を離脱したい」と主
張する。具体的には「うっ、先生、もう耐えられません。ここから出してください。心臓がわる
いと言ったでしょう。心臓がドキドキしてきています。もうこれ以上続けたくありません。もう
やめます。お願いだから出してくれ」という発言をする。このような様子がビデオで提示された
後、実験参加者に「なぜこの３者はそのような行動をしたのか」という質問に自由記述で回答し
てもらった。それから、①ビデオ動画の中の出演者 3名（実験者、教師役、生徒役）のパーソナ
リティ評定、②出演者の行動に関する状況への帰属の程度の評定、③3者への責任配分割合、④
評定者自身がどの程度のショックを与えるのかの予測などであった。実験条件としては 65％の
人が 450Ｖまで電気ショックを与えたという情報を与えた条件（65%情報条件）と 80％の人が 450
Ｖまで電気ショックを与えたという情報を与えた条件（80％情報条件）、さらにそのような情報
が与えられなかった条件（統制条件）を設定した。具体的には次のような説明をした（80％情報
条件の場合）。この実験は学習に及ぼす罰（電気ショック）の効果に関する実験です。実験を続
行しなければ研究が進みません。実験参加の報酬としてあなたは 5000 円もらっています。もし
あなたがこの実験の教師役になったとしたら、次のどのレベルまで実験を続行しますか。左のボ
ルト数の表のどこかに一つ丸をつけて下さい。ちなみに、過去に行われた実験では 80％の人が



450 ボルトまで実行しました。 
第 2に分担者の専門（刑事事件）に近づけた研究を行った。具体的には，分担者が過去に行っ
た児童虐待事件の調査データを再検討した。この研究において，服従実験関係者は虐待した母親
（教師役），DV によって母親を精神的に追い詰めていた父親（実験者役），子ども（生徒役）にそ
れぞれ対応し，母親に対する一般市民（目撃者）の罰が分析された。ダミー質問で誤答があった
者などを除外したデータ 984 人分（女性 519 人，Mage=44.8，SD＝14.3）を調べた。 
 
 
４．研究成果 
第 1に服従行動観察実験に関しては次のような結果が見出された。 
①  他者の服従割合の情報を知らせた場合には（知らせなかった統制群に比較して）電気ショ
ック投与量（ボルト数）と各出演者（実験者、教師、生徒）の責任率、各パーソナリティ変
数との関連が殆ど見られなくなった。他者情報は服従行動の評価を曖昧にすることが示唆さ
れた。 
②  電気ショック投与量平均値に関して、統制条件は 142.5V、65%情報条件は 257.9V、80％情
報条件は 225.6V であった。他者の行動に関する情報が電撃量に影響することが示された。
ただし、65％条件と 80％条件では差が見だされなかった。 
③  出演者の行動はどの程度、その場の状況（実験室、他者等）に影響されたものなのか、ある
いは、出演者自身の性格が行動の背景にあるのかについての回答を求めた。その結果、実験
者に関する状況帰属の割合は 67.1%であり、教師状況帰属率は 64％、生徒状況帰属率は 57％
であった。この結果から観察者は出演者の特性よりも状況に帰属する傾向が強いことが明ら
かになった。特に実験者や教師に関してはその傾向が顕著であることが示された。 
④  教師役が電気ショックを与えたことに関する出演者それぞれの責任の割合の評価を求めた。
その結果、統制群に関しては、実験者 57.6％（電撃量との相関-0.39）、 教師役 33％（電
撃量との相関-0.04）、 生徒役 9.3％（電撃量との相関 0.71）であった。この結果から観察
者は実験者の責任を最も重く考え、教師の責任は 3割に過ぎなかった。さらに実験者の責任
を重く見る場合は電撃量が少なくなり、生徒の責任を重く見る場合は電撃量が多くなること
も示された。 
⑤  各出演者のパーソナリティ（15項目）を因子分析した結果次のような因子が見いだされた。 
実験者（リーダーシップと一貫性、攻撃的で無責任、温和で知性的）、教師役（リーダーシップ
と一貫性、攻撃的で無責任、知性と温和、従属性）、生徒（リーダーシップと知性、攻撃的で無
責任、従属性） 
⑥  統制群に関して、電撃投与量とパーソナリティ評価変数の相関は以下の通りであった。実
験者が野心的で攻撃的（0.40）、実験者が自己中心的で無責任（0.42）、教師が従属的で影響
を受けやすい（0.37）。実験者が攻撃的で自己中心的かつ教師が従属的と評価した参加者は
自分の電撃投与量も多くなると考えた。 
上記の結果から、服従実験の観察者は自分が当事者になった場合、特に半数以上の人が最後ま
で命令に従ったという情報が与えられた場合、自分も 200V 以上のショックを他者に与えるかも
しれないと判断していることがわかった。そしてその判断は主に状況に影響されたものであり、
責任は主として実験者にあると考えていることも明らかになった。また各出演者のパーソナリ
ティ評価はポジティブな次元としてはリーダーシップや一貫性、知性や温かさなどがあり、ネガ
ティブな次元としては攻撃的で無責任、従属性などが見いだされた。実験者や教師のネガティブ
な側面に注目している観察者ほど予想される自分の電撃投与量が多くなると評価する傾向があ
ることが示された。 
自由記述としては以下のような内容が典型的なものであった。「生徒役の人が痛がって悲鳴を
あげているのに実験を続行できる人の神経を疑います。私だったら心が痛むので、そんなに長く
実験を行えないです。報酬のお金はいらないので、実験をすぐにやめさせると思います。」「450
ボルトまで実験を続行した人が半数以上いるのは驚いたし怖いと思いました。実験前に 30 ボル
トのショックを体験したとはいえ、それから 15倍もある 450 ボルトまで続行する勇気は私には
ないです。お金をもらっているから、私が続行しなければ研究が進まないとは言え、隣の部屋か
ら聞こえるうめき声や叫び声に耐えられないと思うし、実験開始前に顔を合わせた人が自分の
判断で痛みを受けている状況に耐えられないと思います。450 ボルトまで続行した人の中には自
分が受けるわけではないから、相手は知らない人だからという思いがあるのではないか。また実
験者の言葉への影響もあるのではないかと思いました。匿名であったり知らないという状況で
人間の思考の怖さが見えてくると思いました。」「電気ショックは危険だけど 450 ボルトの実験
くらいをしないと研究がわからないから 450 ボルトにしました。実験参加の報酬で 5000 円もら
っているのもあり、高いボルトの 450 ボルトにしたのもあります。あと、過去にも行われた実験
でも 65％の人が 450 ボルトまで実行しているので同じ 450 ボルトまでした方がいいのではない
かと思ったからです。」 
第 2 に児童虐待事件に関しては，母親に対する罰と理由とで興味深い「食い違い」が見られ
た。具体的にいうと，目撃者視点では「かわいそうな母親を教育して立ち直らせるべきだ」とす
る（教師役に対する寛大な）理由はもっとも重きをおかれていたが，罰の重さとはほとんど相関
がなかった。代わりに，「母親を懲らしめる必要がある」といった厳しい理由が罰の重さと関係



していた。これらの結果から，服従実験を児童虐待のフレームに置き換えた場合は，実験者役に
よる影響が建前上は理解されていても実際にはやはり実行役の教師役に非難が集中することが
示唆された。 
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